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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第72期

第２四半期連結
累計期間

第72期
第２四半期連結
会計期間

第71期

会計期間
自　平成20年12月１日
至　平成21年５月31日

自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日

自　平成19年12月１日
至　平成20年11月30日

売上高 (千円) 22,218,672 11,649,747 60,680,156

経常損失(△) (千円) △1,634,656 △287,493 △3,503,294

四半期(当期)純損失
(△)

(千円) △1,629,270 △272,861 △6,776,181

純資産額 (千円) ― 7,200,976 8,790,774

総資産額 (千円) ― 34,346,018 40,969,801

１株当たり純資産額 (円) ― 452.05 551.85

１株当たり四半期
(当期)純損失(△)

(円) △102.28 △17.13 △425.38

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 21.0 21.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △804,746 ― 1,138,083

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △418,865 ― △271,253

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △382,509 ― △523,688

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 3,763,201 5,369,277

従業員数 (名) ― 1,527 1,538

(注)　１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載　し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま　　

　　せん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

　 平成21年５月31日現在

従業員数(名) 1,527

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年５月31日現在

従業員数(名) 1,016

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第2四半期連結会計期間における生産実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門 生産高(千円)

建材部門

内装材 2,262,048

外装材 90,404

住宅機器他 1,470,414

小計 3,822,867

繊維板部門 488,970

合板部門 1,876,651

合計 6,188,489

(注) 金額は製品製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。
　
(2) 受注実績

当グループの生産は主に見込生産を行っているため、記載を省略しています。
　
(3) 販売実績

当第2四半期連結会計期間における販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。
　

事業部門 販売高(千円)

建材部門

内装材 3,568,544

外装材 282,008

住宅機器他 3,146,716

小計 6,997,269

繊維板部門 844,553

合板部門 3,747,583

住宅関連工事部門 60,341

合計 11,649,747

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

　

相手先

当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

三井住商建材㈱ 4,635,596 39.8

丸紅㈱ 1,334,388 11.5

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　

(１) 財政状態の分析

①　流動資産

当第２四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、20,452百万円となり、前連結会計年度末に

比べ6,137百万円減少しました。

　その主な要因は、在庫の圧縮による棚卸資産1,629百万円の減少、売上高の減少による売上債権の減少

3,111百万円などによるものです。

　

②　固定資産

当第２四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、13,893百万円となり、前連結会計年度末に

比べ486百万円減少しました。

　その主な要因は、株式市場の株価上昇もあり投資有価証券は122百万円の増加、減価償却費等による有

形固定資産の減少426百万円などによるものです。

　

③　流動負債

当第２四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、19,801百万円となり、前連結会計年度末に

比べ4,612百万円減少しました。

　その主な要因は、仕入債務3,457百万円の減少や短期借入金36百万円の減少です。

　

④　固定負債

当第２四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、7,343百万円となり、前連結会計年度末に

比べ421百万円減少しました。

　その主な要因は、長期借入金255百万円の減少や退職給付引当金137百万円の減少によるものです。

　

⑤　純資産

当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は、7,200百万円となり、前連結会計年度末の純

資産と比べ1,589百万円減少しました。

  その主な要因は、四半期純損失による利益剰余金1,629百万円の減少によるものです。

　

(２) 経営成績の分析

当第2四半期連結会計期間（平成21年3月～平成21年5月）における国内経済は、世界的な金融不安や、

株式、為替市場の大幅な変動などの影響から企業収益や雇用情勢が悪化し、個人消費が停滞するなど景気

が急速に悪化する状況で推移いたしました。

 建材業界におきましては、雇用や所得環境の厳しさ、景気の先行き不透明感などを背景に、新設住宅着工

戸数が前年実績を大幅に下回る低水準で推移するなか、需要環境の悪化に伴う売上高の減少、生産の縮

小、相場の低迷（特に、合板相場の歴史的な下落）など厳しい業務環境が続きました。

 このような厳しい環境のもと、当グループは収益力の向上を図るため、化粧シートを表面に用いたフロ

ア「ＮＥＸＩＯ（ネクシオ）」や高級突板を表面に用いたフロア「ナチュラルフェイス」など新製品の

投入や、高付加価値製品の開発、住宅の長寿命化への対応、新規顧客の開拓と既存顧客との取引深耕など

により需要の取り込みに努めてまいりましたが、住宅需要低迷に伴う販売競争の一層の激化や合板相場

低迷の影響などから、当第2四半期連結会計期間の売上高は11,649百万円にとどまりました。
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また損益面につきましては、原材料や人件費、倉庫賃借料、事務所経費等を中心に大幅な固定費削減に

努め、低コスト体質への転換を実施し、第1四半期連結会計期間（平成20年12月1日から平成21年2月28日

まで）に比べ、当第2四半期連結会計期間（平成21年3月1日から平成21年5月31日まで）につきましては

赤字幅が大幅に縮小いたしましたが、特に合板相場の歴史的な下落の影響などから、営業損失327百万円、

経常損失287百万円、四半期純損失272百万円という厳しい結果となりました。 

　

(３) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べ360百

万円減少し、3,763百万円となりました。 

　各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失263百万円に加え、たな卸資産の減少

による1,195百万円の増加、仕入債務の減少による1,629百万円の減少などにより、778百万円の支出とな

りました。 

　投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資など有形固定資産の取得による168百万円の減少など

により、190百万円の支出となりました。 

　また、財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加による617百万円の増加などの要因か

ら、609百万円の収入となりました。 

　

(４) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(５) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は22百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却について、重要な変更及び重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 68,303,200

計 68,303,200

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年5月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年7月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,339,20017,339,200
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数　100株

計 17,339,20017,339,200― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年5月31日 ─ 17,339,200 ─ 2,141,000 ─ 1,587,822
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(5) 【大株主の状況】

平成21年5月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

野　田　有　一 東京都世田谷区 2,768 16.0

野　田　周　子 東京都世田谷区 1,022 5.9

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１－２－１ 690 4.0

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町１－10 640 3.7

野　田　はつ江 東京都千代田区 635 3.7

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重州１－２－１ 566 3.3

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 562 3.2

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 543 3.1

浦　田　金　吾 神奈川県横浜市栄区 510 2.9

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 484 2.8

計 ― 8,423 48.6

(注)　上記の大株主は、自己株式(1,409千株、所有株式数の割合8.1％)は除いております。

　

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年5月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式
　　　　1,409,600

― （注）

完全議決権株式(その他)
普通株式
　　　 15,929,300

159,293 ─

単元未満株式
普通株式
　　　　　　　300

― ─

発行済株式総数 　17,339,200　　　 ― ―

総株主の議決権 ― 　　　 159,293 ―

(注) 「完全議決権株式(自己株式等)」の欄は、全て当社保有の自己株式であります。
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② 【自己株式等】

　 　 平成21年5月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ノダ

東京都台東区浅草橋
５－１３－６

1,409,600 ─ 1,409,600 8.1

計 ― 1,409,600 ─ 1,409,600 8.1

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年12月 平成21年1月 2月 3月 4月 5月

最高(円) 220 178 140 128 125 154

最低(円) 152 136 109 100 100 107

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま
す。
　

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役
常務取締役 
貿易事業部長

枝　　幸　宏 平成21年４月７日

取締役
貿易事業部長

取締役
海外スラバヤ

プロジェクトリーダー
森　　政　俊 平成21年４月７日

常務取締役
常務取締役 
海外スラバヤ
プロジェクト担当

川　村　達　郎 平成21年４月７日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当第２四半期連結会計期間（平成21年3月1日から平成21年5月31日まで）及び当第２四半期連結累

計期間（平成20年12月１日から平成21年5月31日まで）については、「財務諸表等の用語、株式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７条第１項

第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成21年3月1日

から平成21年5月31日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年12月1日から平成21年5月31日まで)に

係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,941,201 5,547,277

受取手形及び売掛金 ※2
 6,085,267

※2
 9,196,841

製品 6,778,829 7,920,499

仕掛品 1,264,441 1,316,294

原材料及び貯蔵品 1,691,854 2,127,630

その他 691,607 482,307

貸倒引当金 △600 △600

流動資産合計 20,452,601 26,590,251

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,976,546 2,063,266

機械装置及び運搬具（純額） 3,088,330 3,443,239

土地 4,468,578 4,473,795

その他（純額） 188,277 167,937

有形固定資産合計 ※1, ※3
 9,721,732

※1, ※3
 10,148,239

無形固定資産 40,379 41,935

投資その他の資産

投資有価証券 3,414,826 3,292,685

その他 719,478 899,690

貸倒引当金 △3,000 △3,000

投資その他の資産合計 4,131,304 4,189,375

固定資産合計 13,893,416 14,379,550

資産合計 34,346,018 40,969,801

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 8,127,226 11,584,473

短期借入金 9,953,611 9,990,550

未払法人税等 36,488 34,484

その他 1,684,209 2,804,993

流動負債合計 19,801,534 24,414,502

固定負債

社債 70,000 70,000

長期借入金 1,517,652 1,772,700

長期未払金 88,320 176,640

繰延税金負債 401,810 386,265

退職給付引当金 4,873,391 5,011,350

役員退職慰労引当金 352,874 347,568

その他 39,457 －

固定負債合計 7,343,507 7,764,524

負債合計 27,145,041 32,179,027
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年11月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,141,000 2,141,000

資本剰余金 1,587,822 1,587,822

利益剰余金 4,365,352 5,994,622

自己株式 △755,068 △755,068

株主資本合計 7,339,106 8,968,376

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 179,590 154,347

繰延ヘッジ損益 211 △129

為替換算調整勘定 △317,931 △331,820

評価・換算差額等合計 △138,129 △177,602

純資産合計 7,200,976 8,790,774

負債純資産合計 34,346,018 40,969,801
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年５月31日)

売上高 22,218,672

売上原価 18,252,672

売上総利益 3,966,000

販売費及び一般管理費 ※
 5,525,456

営業損失（△） △1,559,456

営業外収益

受取利息 9,354

受取配当金 11,342

受取保険金 24,522

為替差益 16,344

持分法による投資利益 39,433

その他 23,640

営業外収益合計 124,638

営業外費用

支払利息 118,449

売上割引 15,344

売上債権売却損 49,312

その他 16,731

営業外費用合計 199,838

経常損失（△） △1,634,656

特別利益

補助金収入 39,063

特別利益合計 39,063

特別損失

固定資産除却損 7,915

減損損失 5,287

その他 2,000

特別損失合計 15,202

税金等調整前四半期純損失（△） △1,610,795

法人税、住民税及び事業税 19,925

法人税等調整額 △1,450

法人税等合計 18,474

四半期純損失（△） △1,629,270
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年５月31日)

売上高 11,649,747

売上原価 9,295,705

売上総利益 2,354,042

販売費及び一般管理費 ※
 2,681,093

営業損失（△） △327,050

営業外収益

受取利息 4,068

受取保険金 6,067

為替差益 10,876

持分法による投資利益 100,181

その他 15,936

営業外収益合計 137,130

営業外費用

支払利息 61,445

売上割引 7,112

売上債権売却損 24,371

その他 4,643

営業外費用合計 97,573

経常損失（△） △287,493

特別利益

補助金収入 39,063

特別利益合計 39,063

特別損失

固定資産除却損 7,915

減損損失 5,287

その他 2,000

特別損失合計 15,202

税金等調整前四半期純損失（△） △263,632

法人税、住民税及び事業税 10,322

法人税等調整額 △1,093

法人税等合計 9,229

四半期純損失（△） △272,861
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,610,795

減価償却費 547,885

減損損失 5,287

補助金収入 △39,063

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,306

有形固定資産除却損 7,915

受取利息及び受取配当金 △20,696

支払利息 118,449

持分法による投資損益（△は益） △39,433

売上債権の増減額（△は増加） 3,111,573

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,600,947

仕入債務の増減額（△は減少） △3,457,247

未払消費税等の増減額（△は減少） △46,088

その他 △879,231

小計 △695,192

利息及び配当金の受取額 35,402

利息の支払額 △128,035

法人税等の支払額 △16,922

営業活動によるキャッシュ・フロー △804,746

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △378,410

貸付けによる支出 △29,767

貸付金の回収による収入 9,368

その他 △20,056

投資活動によるキャッシュ・フロー △418,865

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,863

長期借入れによる収入 280,000

長期借入金の返済による支出 △569,124

割賦債務の返済による支出 △88,320

リース債務の返済による支出 △2,201

財務活動によるキャッシュ・フロー △382,509

現金及び現金同等物に係る換算差額 44

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,606,076

現金及び現金同等物の期首残高 5,369,277

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,763,201
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年12月1日　至　平成21年5月31日)

近年の新設住宅着工戸数の低迷や、建築基準法改正の影響、米国サブプライム問題に端を発する国内

外の急速な景況感の悪化などを背景に、住宅需要の低迷が続いており、当グループは売上高の減少等に

より前連結会計年度において3,066百万円の営業損失を計上し、3期連続の営業損失となりました。な

お、当第2四半期連結累計期間においても、第1四半期連結会計期間（平成20年12月1日から平成21年2月

28日まで）に比べ、第2四半期連結会計期間（平成21年3月1日から平成21年5月31日まで）の赤字幅は

相当縮小したものの、引き続き住宅需要が低迷し、売上高の減少等により、1,559百万円の営業損失を計

上しております。 

　これらの状況から、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。当グループは、このよう

な状態を脱するため、以下の各種施策の徹底により既に低コスト体質への転換を実施いたしておりま

す。今後も更なる低コスト化を推進し、「第72期年度事業計画」（平成21年11月期）の達成と収益力の

向上に努めてまいります。 

 

（各種施策の重点項目） 

1．人件費の大幅削減 

　・人材の適正配置による人員削減 

　・人件費、福利厚生制度の見直し 

2．商品力の強化 

　・フロア部門における新製品投入 

　・建具類の機能強化 

　・国土交通省の「平成21年度第1回　長期優良住宅先導的モデル事業」に採択された当社の

　　木造軸組工法「Ｐ＆Ｃ－ＭＪ200・長期住宅プロジェクト」の積極的活用

3．生産体制の見直し 

　・外注生産体制の見直しと一部内製化による生産性向上 

　・植林木に対応する生産設備の導入（マレーシア） 

4．販売体制の見直し 

　・営業戦力の再配置による販売力の強化 

　・販売拠点の統廃合による事務処理の集約化や事務所経費の削減 

　・効果的な広告展開による宣伝広告費の削減（Webの活用等） 

5．在庫管理や配送体制の見直し 

　・在庫管理の徹底による倉庫賃借料の低減 

　・配送体制の効率化による運賃コスト削減 

　

　当グループでは、上記施策の実現により業績の早期回復に努めることにより、継続企業の前提に関す

る重要な疑義を解消できるものと考えております。 

　なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を

四半期連結財務諸表には反映しておりません。 
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間 

(自　平成20年12月1日　至　平成21年5月31日)

会計処理の原則及び手続の変更

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　１．棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、主として総平均法による低価法によっておりましたが、

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員

会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）が適用されたことに伴い、主として総平均による原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。これによる損益

への影響は軽微であります。

２．リース取引に関する会計基準等の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る会計処理によっておりました

が、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部

会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20

年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができるようになった

ことに伴い、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引

に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価

償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

　この変更による、損益に与える影響はありません。 

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

　

　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年12月1日　至　平成21年5月31日)

１　棚卸資産の評価方法

　棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価
切下げを行う方法によっております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。

３　経過勘定項目の算定方法

　一部の経過勘定項目については、合理的な算定方法による概算額を計上する方法によっております。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　税引前四半期純損失に重要な税務調整を加えた後の課税所得を基に未払法人税等を算出しております。

　
　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第2四半期連結会計期間末
(平成21年5月31日)

前連結会計年度末
(平成20年11月30日)

※１　有形固定資産

減価償却累計額 27,666,214千円

※１　有形固定資産

減価償却累計額 27,324,447千円
　　 　　
※２　受取手形割引高 917,509千円

　

※２　　　　　　　　── 　

　

※３　担保資産

担保に供されている資産で、事業の運営において

重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比

べて著しい変動が認められるものは、次のとおりで

あります。

 

　　イ　工場財団

建物及び構築物 602,389千円

土地 1,181,078

　　　計 1,783,467

※３　担保資産

 

 
 

 

　　イ　工場財団

建物及び構築物 477,620千円

土地 374,174

　　　計 851,795

　 　
　　ロ　その他

建物及び構築物 662,932千円

土地 1,572,814

　　　計 2,235,747

　　ロ　その他

建物及び構築物 684,080千円

土地 1,572,814

　　　計 2,256,895
　

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日 
  至  平成21年５月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。

運賃諸掛 1,608,240千円

役員報酬及び給料手当 1,321,015

賃借料 913,036

　
　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年３月１日 
  至　平成21年５月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。

運賃諸掛 799,370千円

役員報酬及び給料手当 636,746

賃借料 442,924
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日 
  至　平成21年５月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,941,201千円

預入期間が３か月超の定期預金 △178,000

現金及び現金同等物 3,763,201
 

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年5月31日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年12月1日　至　

平成21年5月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 17,339,200

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,409,600

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　
５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

(有価証券関係)

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当グループの事業は「建築用資材の製造、販売及びこれらに関連する事業」と「住宅関連工事事

業」に区分しておりますが、当第２四半期連結会計期間(自　平成21年3月1日　至　平成21年5月31日)

及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年12月１日　至　平成21年5月31日)において「建築用資材

の製造、販売及びこれらに関連する事業」の連結売上高及び営業利益並びに総資産に占める割合が

いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載は省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年3月1日　至　平成21年5月31日)及び当第２四半期連結累計

期間(自　平成20年12月１日　至　平成21年5月31日)において、本邦以外の国又は地域に所在する連結

子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。
　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年3月1日　至　平成21年5月31日)及び当第２四半期連結累計

期間(自　平成20年12月１日　至　平成21年5月31日)における海外売上高が連結売上高の10％未満のた

め、その記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年５月31日)

前連結会計年度末
(平成20年11月30日)

　 　

１株当たり純資産 452円05銭
　

　 　

１株当たり純資産 551円85銭
　

　

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日 
 至　平成21年５月31日)

１株当たり四半期純損失 102円28銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―　　　　
　

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日 
  至　平成21年５月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 1,629,270

普通株式に係る四半期純損失(千円) 1,629,270

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,929

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年３月１日 
  至　平成21年５月31日)

１株当たり四半期純損失 17円13銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年３月１日 
  至　平成21年５月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 272,861

普通株式に係る四半期純損失(千円) 272,861

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,929

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ノダ(E00636)

四半期報告書

24/25



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年7月15日

株式会社ノダ

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　二 ノ 宮　 隆　 雄　　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　日 野 原　 克　 巳　　  印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ノダの平成20年12月1日から平成21年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成21年

3月1日から平成21年5月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年12月1日から平成21年5月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ノダ及び連結子会社の平成21年5月31

日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績

並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は３期連続して営業損失を計上し、当第２四半

期連結累計期間においても引き続き営業損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在し

ている。当該状況に対する経営者の対応等は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映していない。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
　

　
　

　
　

　
以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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